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課題～バース数の不足課題～バース数の不足

新潟港のコンテナの推移（実入＋空）（輸出入別）
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伏木富山港のコンテナの推移（実入＋空）（輸出入別）
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貨物量の増大に伴い、
バースの沖待ちが発生している

新潟港と伏木富山港では、

既存施設計画上
の取扱貨物量

12.7万teu

増大する貨物に対して1
バース１ガントリークレーン
で対応中

中国航路では積み残しも発生！！

既に過密
荷役状態

新潟港 伏木富山港
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・一時期、無駄な公共事業の象徴とされていた福井港では、平成
17年の「関税法上の開港指定」を契機に外航船舶入港隻数が急
増、平成18年にはさらに増加し、外貿埠頭用地が手狭になってき

ている。

一度に多くの貨物船が並ぶ
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単 位 ：
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近年になって、整備効果が急激に現れ始めている。
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課題～バース水深の不足課題～バース水深の不足
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その他輸送車輌・産業機械輸出推移

(千㌧)

整備中

年間約２８億円の
輸送コストが余分
にかかっている

金沢港では、

金沢港

大水深岸壁がないため
多大な陸上輸送費をか
けて他港から産業機械
等を輸出している
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課題～ヤードの不足課題～ヤードの不足

敦賀港のふ頭用地に並ぶ
RORO船シャーシ

岸壁の背後用地
が不足している

伏木富山港、新潟港、七尾港、
敦賀港では、

木材加工企業の大型船での原木輸入
で混雑する七尾港のふ頭用地

混雑する伏木富山港のコン
テナバース

狭いヤードでネックとなる降雪
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課題～静穏度確保のための外郭施設不足課題～静穏度確保のための外郭施設不足

１号１号 ２号２号 ３号３号

万葉ふ頭万葉ふ頭

１５０ｍの延伸

・荷役障害の改善
・安全性の確保

伏木富山港の現況
稼働率；95%～97%(1号,2号岸壁)

係船ロープ破断係船ロープ破断

動揺動揺

引
張

引
張

引
張

引
張

ロシア船転覆ロシア船転覆

岸壁の稼働率が
目標の９７．５％を
満たしていない

伏木富山港（伏木地区）を
はじめとする管内諸港では

●防波堤整備中の港湾

・新潟港 ・直江津港

・伏木富山港 ・金沢港

・敦賀港

●港内擾乱による被災事例
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地元港湾利用の課題地元港湾利用の課題

北陸地域の地元港湾利用率は上昇しているものの、依然として輸出
で3/4、輸入で1/2の貨物が、３大港湾に依存している。

伊勢湾港

京浜港

阪神港

12.6%

北陸諸港

伊勢湾港

京浜港

阪神港

北陸諸港

25.6%

27.4%

32.2%

51.8%

10.7% 14.8%

20.8%

輸出 輸入

他地域の港湾へ流出する主な理由
▼定時性、安定性の確保に不安がある
▼基幹（北米、欧州）航路がない
▼航路の便数少ない
▼輸送時間（ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ）が長くかかる
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小口貨物の課題小口貨物の課題

北陸管内の輸出貨物のうち、件数の50%以上が
5トン以下の小口貨物である。

北陸管内の輸出貨物は、ロットが小さいほど地元利用率が低い。
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航空貨物の課題航空貨物の課題

注）重量をベースに比率で按分したもの。 資料）「輸出入貨物の物流動向調査」、税関より作成

北陸地域へ航空貨物で輸入される貨物のうちの9割以上が太平洋

側の大規模空港を利用している。
地元空港の利用率は約3%程度である。
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新潟 富山 小松 成田 関西 中部（名古屋） 仙台 その他
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立地先決定の重要要件（n=324社)

29社

6社

11社

11社

14社

14社

18社

19社

19社

22社

27社

30社

64社

77社

83社

92社

96社

100社

112社(34.6%)

(30.9%)

(29.6%)

(28.4%)

(25.6%)

(23.8%)

(19.8%)

(9.3%)

(8.3%)

(6.8%)

(5.9%)

(5.9%)

(5.6%)

(4.3%)

(4.3%)

(3.4%)

(3.4%)

(1.9%)

(9.0%)その他

学術研究機関の充実

良好な住環境

他企業と共同立地

経営者などの個人的つながり

所サービス業・流通業への近接性

工業用水の確保

人件費

本社への近接性

人材確保

原材料などの入手の利便性

交通の便（港湾・空港）

関連企業への近接性

助成、協力体制

労働力の確保

市場への近接性

交通の便（陸路）

用地面積の確保が容易

地価

最も重視した自治体の誘致施策(n=324)

助成金の交付

19%

交通インフラの整備

27%

アフターフォローの充

実

5%
融資制度

7%

固定資産税や事業所

税の減額

14%

その他

10%

通信インフラの整備

1%

特になし

4%

答えられない・無回答

13%

出典：帝国データバンク「企業立地に関する動向アンケート」調査（H18.10）

企業立地の課題企業立地の課題

企業の立地は、交通インフラの整備などアクセシビリティに左右され
るため、産業政策と物流政策との連携が必要。

注：複数回答。カッコ内数値は324社が選択した割合（選択率）。「答えられな
い」（7社）無回答（14社）を除いている。

産業政策産業政策 物流政策物流政策
（立地の（立地の推進推進））
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回答数（コンテナ貨物取扱企業）
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コンテナ航路の開設、増便

リードタイムの短縮

物流センター等の整備

トータルコスト削減

荒天時等の航路の安定性の確保

トランシップの安定性の確保

フェリー・RORO船航路の開設

主要な意見

回答数（バラ貨物取扱企業）

2

1

1

0 2 4 6

静穏度の向上

大型岸壁の整備

防波堤の整備

主な意見

北陸地域における港湾ユーザーのニーズ北陸地域における港湾ユーザーのニーズ

主要な港湾ユーザー36社（北陸港湾の貨物の約１割を担う）に対するヒアリング調査結果

では、コンテナ航路の開設・増便など「航路の充実」を望む声が多い。

36社

電気・機械

11社

化学

5社

金属類

3社

食料品

2社

その他の

製造業

3社

商業

6社

製紙

2社

港運

4社

新潟港

直江津港

伏木富山港

金沢港

敦賀港

新潟県

長野県

富山県

石川県

福井県

N=36社

N=11社

ヒアリング企業 全３６社

コンテナ貨物 ２５社
コンテナ+バルク貨物 １１社

ヒアリング企業 全３６社

コンテナ貨物 ２５社
コンテナ+バルク貨物 １１社




